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本稿の目的本稿の目的

- 消費者に与える影響が大きく、かつ経営理念、

販売商品の面で民間会社との差異が大きい生
協共済連の

財務の健全度合いを分析する

健全性の維持のための方策を検討する

- 健全性を維持するためには、引き受けるリスク

量をコントロールすることが有効であることを明ら
かにする
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分析結果分析結果

- 生協共済連は堅固な自己資本に支えられ、高

い財務の健全性を維持している

しかし

- ひとたび健全性が悪化すると元の状態に戻る

ことは容易ではない

そして

- その事業内容を民間保険と同様のものに変更
すると業務継続が困難なほどにSM比率が低下

する
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AgendaAgenda

- 大規模共済連の現状（JA共済連を含む）

- 生協共済連における自己資本とリスクの
特性

- 生協共済連が事業内容を変更した場合に
健全性に与える影響

- 終わりに
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共済と共済連

- 協同組合：人々の自治的な組織であり、自発的
に手を結んだ人々が、共同で所有し民主的に管
理する事業体をつうじて共通の経済的、社会的、
文化的なニーズと願いをかなえることを目的とす
る

- 共済：地域、職業、職場でつながる特定の者を対
象とする生命保険・損害保険に類似した保障な
いし補償事業

- 事業規模は民間生命保険事業を上回っている

- 共済連：会員共済から構成される法人であり、高
次の共済。共済連の所有者は会員共済である
が、同一の根拠法の適用を受ける
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共済の2010年度事業概況

530,5181,2152,15859,4954,674462,975総資産

46,4323625038,34751936,699支払共済金

81,93978881215,26856464,508受入共済掛金

11,122,0371,638,40097,6815,329,66855,5014,000,786保有共済金額

15,3767482658,750725,541保有共済件数

7,3082783315,70537958組合員数

6,7283,9142295881,111816会員組合数

合計その他の共済
中小企業等

協同組合共済
生協共済漁協共済農協共済

（単位 会員組合数；団体、組合員数・保有共済件数；万件、その他；億円）
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４大共済連の占率

（単位；％）

94 87 1 0 6 総資産

94 79 6 1 8 支払共済金

94 79 7 2 7 受入共済掛金

77 36 19 1 21 保有共済金額

85 36 24 5 21 保有共済件数

4団体合計JA共済連全国生協連コープ共済連全労済
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４大共済連の事業規模
（日本生命を1とした場合の指数）

0.96 -0.98 1.10 
ソルベンシーマージン

比率

0.93 0.01 0.00 0.06 総資産

2.15 0.17 0.03 0.21 支払共済金

1.32 0.11 0.03 0.12 受入共済掛金

2.12 1.13 0.06 1.23保有共済金額

3.81 2.53 0.48 2.20 保有共済件数

JA共済連全国生協連コープ共済連全労済
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生協共済の生協共済の提供している商品商品
- 代表的なもの：全労済「こくみん共済」、コープ

共済連「たすけあい」、「あいぷらす」、全国生協
連「生命共済」

- その特徴はシンプルで掛金は総じて安い。共済

掛金は加入者一律

最近は新発の民間会社も保険料の安さや商品
のシンプルさでシェアを拡大

⇒生協共済の特長といえるか？

- 「終身共済」：共済掛金率が性別・年齢別に定

まり、民間会社と違いがほとんどない
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生協共済の独自性生協共済の独自性
生協共済は組合員に最大の奉仕をするこ
とを目的とする非営利の団体。組合員によ
る出資、利用、運営参加の組織構造

- 組合員の相互扶助という共済理念

- 低廉な掛金、性・年齢一律の掛金率

- 出資制度。加入者＝所有者＝運営者の体現

事業規模の拡大は相互扶助理念の希薄化
と販売商品の民間保険との同質化を招い
ている 11
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共済連と民間会社のSM比率と自己資本比率

（単位；％）

32.1 6.7 10.9 45.4 16.3 修正自己資本比率

19.3 4.3 4.3 35.8 7.4 自己資本比率

823.8 966.2 966.6 984.9 1109.7 SM比率

東京海上日動日本生命JA共済連コープ共済連全労済
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共済連と民間会社の修正自己資本の内訳

（単位；％）

40 36 61 21 55 価変+異常危険

32 20 3 2 -2 評価・換算差額等

24 11 28 9 14 うち任意積立金

0 26 5 1 7 うち法定準備金

4 8 3 67 27 うち出資金

28 44 36 77 48 会員資本合計

東京海上日動日本生命JA共済連コープ共済連全労済
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共済連と民間会社の修正自己資本額

（単位；億円）

86,700486,848462,9752,07730,470総資産

27,83732,77750,4749434,973修正自己資本合計

11,07511,68830,6972002,713価変+異常危険

8,9426,6191,61115-118評価・換算差額等

7,82014,47118,1667282,378会員資本合計

東京海上日動日本生命JA共済連コープ共済連全労済
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共済連と民間会社の各種の修正自己資本比率

（単位；対保有共済件数：円、その他は％）

50,238225,501137,42013,49415,574対保有共済件数

43.267.078.264.686.2対受入共済掛金

0.71.72.40.90.2対保有共済金額

32.16.710.945.416.3対総資産

東京海上日動日本生命JA共済連コープ共済連全労済
修正自己
資本比率
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自己資本の特性自己資本の特性

- 出資金の割合が高く含み益が非常に低い

➭中核的な自己資本で事業を支えている

i.e.金融市場の影響を受けにくい

しかしながら

- 資産規模は日本生命の１割前後

- 保有する保障額は日本生命と大差がない

- 生協法の規制により、資本増加の手法が限ら

れている
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共済連と民間会社のリスク量の内訳

（単位；％）

22222
経営管理リスク
相当額

488233829
資産運用リスク
相当額

1141408予定利率相当額

48049442巨大災害相当額

1218149441
一般共済リスク
相当額

東京海上日動日本生命JA共済連コープ共済連全労済
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共済連と民間会社の運用資産の構成

（単位；％）

2.00 2.23 1.83 0.55 1.56 運用資産利回り

100 100 100 100 100 運用資産合計

64 61 15 9 15 リスク性資産合計

10 3 2 0 6 その他の運用資産

0 0 0 8 6 金銭信託

3 4 1 0 0 不動産

5 18 6 0 0 貸付金

1 1 1 0 0 その他の有価証券

17 22 4 0 2 外国証券

28 13 2 0 0 株式

36 39 85 91 85 低リスク資産合計

7 7 10 5 31 社債

2 3 21 7 10 地方債

23 28 53 11 39 国債

5 2 1 68 6 現預金等

東京海上日動日本生命JA共済連コープ共済連全労済
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リスクの特性リスクの特性

リスク量（SM比率の分母）を比較すると、

-一般共済・保険リスク相当額が格段に大きい

➭リスクのほとんどが保障に係るものである

- 資産運用リスクの割合が低い

➭資産運用に対する姿勢の差異

• 低リスク資産の割合が高く安全性を重視

• 資産運用利回りは低い。
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事業内容を変更した場合に事業内容を変更した場合に

健全性に与える影響健全性に与える影響

- 事業構造を変更した場合のリスク量の変化と
SM比率への影響を計量化する

- 分析の対象は大規模生協共済連とする。
- 販売商品を変更した場合、運用資産の構成を変

更した場合、そして民間会社と同様の事業構造に
変更した場合のリスク量の変化を分析する

- 支払余力総額（広義の自己資本）は、事業構造

の変化によって増減しないものと仮定する
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販売商品の見直しによるSM比率の変化

（単位；百万円）

0.260.120.06総資産

0.410.411.23保有共済金額

日本生命との比率

130,76860,94030,470総資産

776,012776,0122,328,035保有共済金額

シナリオ２シナリオ１基本モデル

シナリオ１：保有共済金額を基本モデルの1/3、総資産を
2倍にする

シナリオ２：保有共済金額はシナリオ１と同額とし、保有
共済金額と責任準備金の比率が日本生命と同一
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販売商品の見直しによるSM比率の変化

（単位；％）

-484.2-116.7-SM比率の増減

625.5993.01,109.7SM比率

シナリオ２シナリオ１基本モデル

シナリオ１は許容しうる案である
-民間会社の商品と近いものは、商品ラインナップを充

実するための商品として位置付け、積極的な推進活動
行わない方がよい
-健全性の維持の観点から、日本生命と同じ商品構成

を目指すべきではない

シナリオ２は選択し難い
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資産ポートフォリオの見直しによる

SM比率の変化

（単位；、％）

000100合計

00015リスク性資産合計

61308585低リスク資産合計

306031社債

33402554預貯金・国債・地方債

シナリオ３シナリオ２シナリオ１基本モデル

シナリオ１：低リスク資産の中で社債を31%から60%
にし、貯金、国債、地方債を54%から25%へと減らす
シナリオ２：リスク性資産を15%から30%へ増やす

シナリオ３：日本生命の運用資産の構成と同一にする
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資産ポートフォリオの見直しによる

SM比率の変化

（単位；％）

-373.9-159.1-49.0-SM比率の増減

735.8950.61,060.61,109.7SM比率

シナリオ３シナリオ２シナリオ１基本モデル

シナリオ１は、運用利回り向上のために選択可
能な案である
シナリオ２も許容可能である。期待する運用収
益と許容できるリスク量とのバランスによって定
めるべきものである
シナリオ３は選択し難い
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民間会社と同様の事業構造に変更した

場合のSM比率の変化

（単位；百万円、％）

シナリオ：日本生命と同じ商品構成を仮定する
保有共済金額と責任準備金の比率が同一になる
運用収益の向上を目指し、資産の構成も同一と
する

-856.9 -SM比率の増減

252.8 1109.7 SM比率

シナリオ基本モデル
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おわりにおわりに

- わが国の保障事業における共済の存在

は大きく、共済は民間保険の競合者である
といえる

- 共済と民間保険の違いが不明確になって

いる

- 共済が破綻した場合に消費者に与える影

響は民間会社と同等

- 共済連の機能は重要であり、その健全性

が共済事業全体の信頼性を支えている
29
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おわりに（続）おわりに（続）

- 健全性を維持するためには、資本の範囲

内で販売商品や資産運用方針を定めてい
く

- 引受けるリスク量を管理し、リスク許容度
を超えることのない事業運営を行う

- 健全性を維持するための経営戦略のなか

で、生協共済の独自性が発露されると考え
る
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